
 

 

八幡平市監査委員告示第６号 

 

 

 令和６年２月 14 日付け八監査第 141401 号の定期監査（令和５年 12 月実施分）の結果報告に基

づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第 14

項の規定により、次のとおり公表する。 

 

 

  令和６年９月 27日 

 

 

 

八幡平市監査委員 村 山  巧 

八幡平市監査委員 岩 根 修 象 

 

 

 措置内容  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



定期監査指摘事項の措置状況等通知書 

 

 防災安全課 

令和５年 12月 19日監査実施 

 

指摘事項 措置状況 再発防止策 

改善、検討

措置の実施

等年月日 

① 業務発注契約の不適切な事務処理等について 

 令和５年度の「北上川上流総合水防演習に係る送迎バス運転業務」について 

ア 「施行伺い」から「契

約伺い」までの一括起案

と一括決裁について【指

摘事項】 

 本来であれば、業務の

流れに従い、施行伺い、

見積開封、契約伺いの区

分ごとに起案して、その

都度、所属長の決裁を得

て順番に施行すべきであ

ったが、施行伺い時にこ

れらを一括して起案し、

所属長はこれを是正させ

ることなく、一括して決

裁を行なっている。これ

は明らかに不適切であ

る。 

一括起案等の誤った事務

処理については、市契約

規則等に基づき、適正な

事務執行をするよう改め

た。 

今後は誤った事務処理を

することなく、業務の流

れに従い都度、起案から

決裁を行うこととする。 

令和６年 

４月１日 

ウ 貸し切りバスの見積

合わせについて【指摘事

項】 

 「施行伺い」に添付さ

れている行程表には「大

型バス」１台と記載され

ているが、２つの業者か

ら提出された見積書に

は、一方が「中型バス」(税

込額 257,080円)、他方が

「大型バス」 (税込額

258,540 円)とあり、異な

る車種での見積額の提示

仕様書の作成にあたって

は、バスのように乗車定

員や車格のみで区分が確

定するものではなく、高

速料金区分の取扱いでも

異なり、また会社によっ

ても異なることから、齟

齬が生じない仕様を定め

るよう改めた。 

見積書の受領にあたっ

て、見積心得等に記載さ

れた内容に沿って提出さ

れているかを随時確認

し、適正であることを確

認した後、受領すること

とした。また、不適正で

あった場合は、内容の確

認にとどまらず、提出業

者に対し書類の是正を求

めることとする。 



となっているにもかかわ

らず、市は、「中型バス」

で見積書を提出した業者

と契約を締結している。

そもそも、「大型バス」

と「中型バス」では見積

額が異なるのは当然であ

り、当該見積合わせは不

適切である。本当に「大

型バス」が必要であれば、

「中型バス」で見積書を

提出した業者に対し、「大

型バス」での見積書の再

提出を求め、適切な競争

の中で業者を決定すべき

であった。また、初めか

ら「中型バス」で対応す

ることを決めていれば、

もっと低価格で発注でき

た可能性がある。これは

明らかに不適切である。 



エ 「見積依頼書」の未

起案及び未送付について

【指摘事項】 

 「施行伺い」には、業

者に依頼する見積書の提

出期限等の重要事項を記

載した「見積依頼書案」

の添付がなく、「発注書」

と「行程表」等が別案で

添付されて決裁が行わ

れ、施行されている。「見

積心得」の「２見積方法」

の(３)には、「見積者は、

見積書を見積依頼書で指

定した日時、場所に提出

しなければならない。」。

また、「４見積り等」の

(１)には、「見積者は、

見積書を見積依頼書の指

示に従い提出しなければ

ならない。」など、重要

項目が記載されているに

もかかわらず、「見積依

頼書案」の起案と決裁が

行われず、これが業者に

送付されていない。これ

は明らかに不適切であ

る。 

一括起案等の誤った事務

処理については、市契約

規則等に基づき、適正な

事務執行をするよう改め

た。 

事業の施行にあたって、

誤った事務処理をするこ

となく、業務の流れに従

い都度、起案から決裁を

行うこととする。また、

決裁ラインにおいてもチ

ェック機能を強化し、適

切な事務執行に努める。 

オ 施行伺いと見積書の

日付について【指摘事項】 

 「施行伺い」の決裁日

と施行日が令和５年４月

24日となっているにもか

かわらず、２者から提出

された見積書の日付は、

一方は令和５年４月７

日、他方は令和５年２月

28日となっており、施行

伺いを起票する前に、既

に見積書が市に提出され

見積書の徴取にあたって

は参考見積をそのまま採

用することなく、市契約

規則等に基づき、適正な

事務執行をするよう改め

た。 

今後は誤った事務処理を

することなく、業務の流

れに従い都度、見積書等

の徴収を行い、適切な事

務執行に努める。 



ていたことになるので、

時系列的にも論理的にも

不合理であり、明らかに

不適切である。 

カ 見積書の宛名につい

て【指摘事項】 

 「見積心得」及び「見

積書作成例」では、見積

書の宛名の例示を「八幡

平市長」としているが、

提出された２者の見積書

の宛名は、どちらも「八

幡平市防災安全課」とな

っている。これは明らか

に不適切である。 

見積書の受領にあたっ

て、見積心得等に記載さ

れた内容に沿って提出さ

れているかを随時確認す

るよう改めた。 

見積書の記載内容に不備

があった場合は提出業者

に対し是正を求めること

とする。 

ク ファックスによる見

積書の送信について【指

摘事項】 

 「見積心得」の「２見

積方法」の(１)には、「見

積者は、見積書を封書に

し、紙媒体による方法に

より提出しなければなら

ない。」とあり、同(２)

には、「前項以外の方法

により提出された見積書

は受理しない。」と記載

されているにもかかわら

ず、２者のうちの１者か

らは、封書による見積書

の提出ではなく、ファッ

クスにより送信されてい

る。市は、これを受理し

て見積り合わせを行って

いるが、これは明らかに

不適切である。 

見積書の受領にあたっ

て、見積心得等に記載さ

れた内容に沿って提出さ

れているかを随時確認す

るよう改めた。 

見積書の提出方法等に不

備があった場合は提出業

者に対し是正を求めるこ

ととする。 



ケ 委任状の提出がない

代理人の見積りについて

【指摘事項】 

 「見積心得」の「６見

積りの無効等」には、「次

の各号のいずれかに該当

する見積りは無効とす

る。」と記載されており、

各号のうち、「オ」には、

「委任状(様式任意)を提

出しない代理人の見積

り」と記載されているに

もかかわらず、ファック

スにより送信された見積

書を見ると、発信元の氏

名欄には当該業者の代表

名ではなく、役職名のな

い個人名が記載されてお

り、市は、これを受理し

て見積り合わせを行って

いる。これは明らかに不

適切である。 

見積書の受領にあたっ

て、見積心得等に記載さ

れた内容に沿って提出さ

れているかを随時確認す

るよう改めた。 

見積書の記載内容の不

備、必要書類の不足等が

あった場合は提出業者に

対し是正を求めることと

する。 

コ 予定価格の未設定等

について【指摘事項】 

 当該業務を執行するう

えで必要な予定価格を定

めていない。「施行伺い」

には、「予定価格 50万円

以下のため予定価格書の

作成は省略」とあるが、

契約規則の解説には「第

17 条ただし書について

は、予定価格書の作成を

省略できるものであり、

予定価格を定めることを

省略できるものではな

い。」とある。また、予

定価格が記載されるべき

見積開封顛末書や見積調

書も作成されていない。

予定価格の設定について

は、契約規則に基づき、

予定価格書の作成を省略

した場合においても関係

書類の作成及び確認をす

るよう改めた。 

参考見積を基に予定価格

は設定していたが、それ

に基づく見積調書等を作

成しなかったため、今後

は関係書類の作成を省略

することなく、決裁ライ

ンにおいても確認を徹底

する。 



これは明らかに不適切で

ある。 

② 業務発注契約の不適切な事務処理について 

ア 令和５年度の「防災行政無線設備保守点検等業務」について 

（ァ）提出期限を過ぎた

見積書の受理について

【指摘事項】 

 見積書の提出期限が

「令和５年３月 28日（火）

正午」とあり、提出され

た見積書の日付も「令和

５年３月 28日」となって

いるが、この見積書が封

入されていた封筒の受付

印を見ると「令和５年３

月 30日」となっている。

業者に送付した「見積心

得」の「２見積方法」の

(４)には、「期限を過ぎ

て提出された見積書は受

理しない。」と明記され

ているにもかかわらず、

市は、これを受理してい

る。これは明らかに不適

切である。 

受付印については、誤っ

た日付を訂正した。 

受付印を押印する際に

は、誤った日付を押印す

ることのないよう、確認

を徹底し、確実な押印を

心掛けることとする。 

平成６年 

３月１日 

 

 


